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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 133,741 △ 2.6 9,467 △ 7.0 7,558 △ 1.4
14年 9月中間期 137,249 0.3 10,176 △ 18.6 7,667 △ 14.4
15年 3月期 272,202 19,352 13,420

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 2,726 7.2 6.83 6.59
14年 9月中間期 2,543 △ 42.0 6.37 6.06
15年 3月期 △ 2,434 △ 6.10 -
(注)①持分法投資損益    15年 9月中間期           ４百万円   14年 9月中間期          2 百万円   15年 3月期         10 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期      399,094,811株　　　14年 9月中間期   399,150,108 株　　　15年 3月期   399,131,972 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資 本      株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 317,365 96,078 30.3 240.74
14年 9月中間期 328,106 105,721 32.2 264.87
15年 3月期 320,069 98,212 30.7 246.08
(注) 期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期   399,089,250 株　　　14年 9月中間期   399,142,282 株　　　15年 3月期   399,100,842 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 5,787 △ 7,576 △ 224 11,850
14年 9月中間期 14,583 △ 7,846 △ 8,713 11,634
15年 3月期 32,279 △ 16,233 △ 15,471 14,177

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  47　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 0　社  （除外） 5　社   持分法（新規） 0　社  （除外）　0　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経 常 利 益 　当 期 純 利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 275,000 17,000 8,500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                 21円   30銭

　※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

　　　 る仮定を前提としています。 実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他

　　　 の関連する事項については、添付資料の6ページを参照してください。
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添 付 資 料 
 
１．企業集団の状況 

当社を中心とするミネベアグループは、当社及び関係会社４９社（子会社４７社、関連会社２社）で構成され、ベアリ

ング、機械部品、特殊機器及び電子機器の製造・販売等を行っております。 

製品の製造は、当社及び国内子会社、米国、欧州、アジアの各国に所在する子会社が各製造品目ごとの生産を担当して

おります。製品の販売は、国内においては当社より直接販売を行っております。海外においては米国、欧州、アジア各地

に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。 

 

各事業の種類別セグメントとの関連及び主要な生産会社及び販売会社は次のとおりであります。 

 

事業の種類別 

セグメント 
事 業 主要な生産会社 主要な販売会社 

機械加工品 ベアリング 当社 

NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 

NMB-MINEBEA UK LTD. 

NMB SINGAPORE LTD. 

PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LTD. 

NMB THAI LTD. 

PELMEC THAI LTD. 

NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 

COMPONENTS(SHANGHAI)LTD. 

当社 

NMB TECHNOLOGIES CORPORATION 

NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 

NMB-MINEBEA UK LTD. 

NMB-MINEBEA-GmbH 

NMB ITALIA S.r.l. 

NMB MINEBEA S.a.r.l. 

MINEBEA TECHNOLOGIES PTE. LTD. 

MINEBEA（HONG KONG）LTD. 

NMB KOREA CO.,LTD. 

 機械部品 当社 

NMB SINGAPORE LTD. 

MINEBEA THAI LTD. 

 

 特殊機器 当社  

電子機器 電子機器 当社 

ミネベア音響(株) 

ミネベアエレクトロニクス(株) 

MINEBEA THAI LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

POWER ELECTRONICS OF MINEBEA CO.,LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 

COMPONENTS(SHANGHAI)LTD. 
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事業の系統図は、主に次のとおりであります。 

 

 

 

得    意    先 

 

 

 

 

ベ ア リ ン グ  海 外 販 売 会 社  

連結子会社 

NEW HAMPSHIRE BALL  

 BEARINGS,INC. 

NMB-MINEBEA UK LTD. 

連結子会社 

NMB TECHNOLOGIES  

 CORPORATION 

NMB-MINEBEA UK LTD. 

NMB-MINEBEA-GmbH. 

NMB ITALIA S.r.l. 

NMB MINEBEA S.a.r.l.

MINEBEA（HONG KONG）

NMB KOREA CO.,LTD. 

 

 

MINEBEA TECHNOLOGIES

 PTE.LTD. 

 

 

 

 

 

 

ミ ネ ベ ア (株)  (当 社) 

電 子 機 器 機 械 加 工 品 (ベアリング・機械部品・

 

 

 

 

電 子 機 器  ベ ア リ ン グ  機 械 部 品 

連結子会社 

NMB SINGAPORE LTD.

MINEBEA THAI LTD. 

連結子会社 

NMB SINGAPORE LTD. 

PELMEC INDUSTRIES 

 (PTE.)LTD. 

NMB THAI LTD. 

PELMEC THAI LTD. 

NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS & HI- 

 TECH COMPONENTS(SHANGHAI)

 LTD. 

連結子会社 

ﾐﾈﾍﾞｱ音響(株) 

ﾐﾈﾍﾞｱｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ(株) 

MINEBEA THAI LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS 

 (THAILAND)CO.,LTD. 

POWER ELECTRONICS OF 

 MINEBEA CO.,LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS & HI- 

TECH COMPONENTS(SHANGHAI) 

 LTD. 

  

 

 

 

  

 

そ   の   他 

持 株 会 社 海外子会社に対する投融資業

連結子会社 

NMB(USA)INC. 

連結子会社 

MINEBEA EUROPE FINANCE B.V.
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―― 製品の流れ 
原材料･部品の流れ
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２．経   営   方   針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は次の「五つの心得」を経営の基本方針としております。 

 

(一)従業員が誇りを持てる会社でなければならない 

(二)お客様の信頼を得なければならない 

(三)株主の皆様のご期待に応えなければならない 

(四)地域社会に歓迎されなければならない 

(五)国際社会の発展に貢献しなければならない 

 

この基本経営方針の下に、当社は「高付加価値製品の開発」「製品の品質の高度化」に積極的に取り組み、当社の

実力を発揮出来る分野に経営資源を集中すると共に、「財務体質の強化」を中心とした企業運営の強化と社内外に対

して解りやすい「透明度の高い経営」の実践を心がけております。 

また、「環境保全活動」については、当社が世界各地で事業を展開する上で最重要テーマの一つとして従来から徹

底した取り組みを続けております。 

 

(2) 会社の利益配分に関する基本方針 

当社の配当政策の基本的な考え方は株主への利益還元、事業展開並びに企業体質の強化等を総合的に勘案しながら、

安定した配当を継続することが重要であると考えております。 

従って、内部留保資金は企業体質の強化と今後の新たな成長に繋げるための事業資金に充当する所存であります。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 

1. 当社は先に述べた会社経営の基本方針に基づき「徹底した一貫生産体制」「大規模な量産工場」「整備された

研究開発体制」を世界各地で展開し、世界最強の総合精密部品メーカーを目指して収益性を高め、企業価値を

引き上げることを目標としております。 

これらを実現するための課題を要約すると、次の様になります。 

① ベアリング及びベアリング関連製品事業の一層の強化拡充をはかる。 

② スピンドルモーター(流体軸受搭載を含む)及びファンモーター等の精密小型モーターを中心とする回転機

器を、更に拡充しベアリング関連製品と並ぶ柱に育てる。 

③ 全ての製品について、高付加価値製品の比率を引き上げると同時に、製品の幅を広げ、より広範囲な市場に

対応出来る様にする。 

 

2. 平成 15 年 4 月１日付けで、第１製造本部と第２製造本部を統合して「製造本部」を創設すると共に、R&D 本部

を発展的に解消して「技術本部」を創設いたしました。 

目的は次のとおりであります。 

① 両製造本部を統合し一元化する事により、技術・ノウハウ・人材・資金等々の資源のより有効な活用をはか

る。 

② 両製造本部の統合と一元化によりﾐﾈﾍﾞｱグループの競争力の要である「部品製造力」の一段の強化をはかる。 

③ 技術本部の新設により多様化した市場のニーズに合致した新製品を、タイミングよく短時間で開発して市場

投入を果たす。 

④ 技術本部の新設により R&D プロジェクトを統括する機能を強化し、先端技術の開発と合わせて既存技術の更

なる有効活用をはかる。 

 

3. 前記、精密小型ﾓｰﾀｰ事業の更なる強化拡充をはかることを目的とし、平成 15 年 8 月 27 日、当社は松下電器産

業株式会社と平成 16 年 4月を目処に、両社の情報ﾓｰﾀｰ四商品(軸流ﾌｧﾝﾓｰﾀｰ、ｽﾃｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾀｰ、振動ﾓｰﾀｰ、ﾌﾞﾗｼ付

DC ﾓｰﾀｰ)事業を統合し､情報ﾓｰﾀｰ事業新会社を設立することで合意いたしました。新会社の出資比率は当社 60%､

松下電器 40%の予定です。 

 

(4) コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

企業は株主価値を最大化するように経営されるべきと考えております。株主の利益を代表する取締役が十分機能す

るように、平成 15 年 4月 25 日開催の取締役会において新役員体制及び執行役員制度の導入が決定されました。 

経営における最高意思決定機関としての機能を強化するために、取締役会を従来の 25 名から 10 名体制にスリム化

し、より迅速で戦略性の高い経営判断を行ってまいります。また 10 名の内 2 名を社外取締役とすることにより、社

外取締役の相対的な機能強化をはかります。 

なお、経営･監督機能と業務執行機能の役割を明確にし、業務遂行のスピードアップをはかっていくために執行役

員制度を導入いたします。執行役員は取締役と異なり、取締役会が選任及び解任を行うことができますので、この制

度を弾力的に運用することにより組織･人事の活性化を強化してまいります。 

本件は平成 15 年 6月の定時株主総会及び株主総会終了後の取締役会を経て正式に決定されました。 
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(5) 目標とする経営指標 

    

平成 16 年 3月期～平成 17 年 3月期の連結ベースでの目標数値は、次のとおりであります。 
         （単位：億円） 

 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 

売上高 2,750 （ 101％ ） 3,000 （ 107％ ） 

営業利益  210 （ 109％ ）  280 （ 133％ ） 

経常利益  170 （ 127％ ）  250 （ 147％ ） 

当期純利益   85 （ － ％ ）  150 （ 176％ ）   

設備投資額  275 （ 168％ ）  202 （  73％ ） 

    （ ）は対前期比増減率 
 
当社は中期事業計画を策定しておりますが、大きく変動する経済環境に対応して毎年計画数値の見直しを行っており

ます。 

 

３．経  営  成  績 及 び 財 政 状 態 

(1) 経営成績 

①当中間期の概況 

当中間連結会計期間のわが国経済は、イラク戦争や新型肺炎 SARS 流行による一時的な悪影響もありましたが、海外需

要の改善により輸出の増加も見られ、個人消費は横這いで推移したものの設備投資も増加に転じ株価も上昇するなど、

総じてやや持ち直し気味の展開となりました。米国経済もイラク戦争などの不安定要因から前半には悪化傾向が見られ

ましたが、半ばからは企業業績回復期待から株価が上昇し、減税パッケージによる消費の持ち直しなど、明るい兆しが

出てまいりました。 

欧州の経済は、ユーロ高の影響で輸出と生産のペースが鈍化し、減速傾向が強まりました。アジアの経済は新型肺炎

SARS 流行の悪影響もありましたが、中国、タイの経済は好調に推移しました。一方、韓国、シンガポールでは景気後退

の兆しが見られるなど斑模様の展開となりました。 

当社製品の主要顧客である情報通信機器関連業界は、前中間期には在庫調整の一巡に伴う著しい需要回復がありまし

たが、当中間期は世界経済が持ち直し傾向の中、前期後半に低迷した需要も順調に回復しました。しかし、価格競争は

ますます激化し、厳しい状況で推移しました。 

当社はかかる経営環境下で、拡販を進めると同時に販売、生産活動の一層の効率改善によるコスト削減や、品質の向

上及び高付加価値製品の開発に努めました。この結果、売上高は 133,741 百万円、営業利益は 9,467 百万円、経常利益

7,558 百万円と前中間期に比べそれぞれ 3,507 百万円(△2.6%)、708 百万円(△7.0%)、108 百万円(△1.4%)減少いたしま

した。中間純利益につきましては、取締役会改革(定員数の削減)に伴う役員退職慰労金 431 百万円、早期退職者募集に

伴う特別退職金 307 百万円を特別損失として計上したこと、及び税効果会計による法人税等調整額に 1,376 百万円を計

上いたしましたが 2,726 百万円と前中間期に比べ 183 百万円(7.2%)増加いたしました。 

 

(a) 事業の種類別セグメント業績を示すと、次のとおりであります。 

機械加工品事業 

機械加工品事業は、当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッドエンド

ベアリング、ハードディスク駆動装置（HDD）に使用されるピボットアッセンブリー等のメカニカルパーツ、自動

車及び航空機用のネジ、及び防衛関連製品等が含まれております。前中間期に比べ、ボールベアリングの販売は、情報通

信機器関連業界向け、自動車関連業界向けは減少いたしましたが、家電業界向けは好調で総じて堅調に推移しました。 

また、ロッドエンドベアリングは米国の同時多発テロ以降、主力市場である航空機業界よりの需要の低迷が続きまし

た。一方、ピボットアッセンブリーの販売は、ＰＣ関連業界の需要の回復傾向が見られ順調でありました。 円高の進展

や価格競争の激化もあり、売上高は55,665百万円と前中間期比 4,644 百万円(△7.7%)の減少、営業利益は9,178百万

円とコスト削減効果により前中間期比15 百万円(0.2%)の増加となりました。 

電子機器事業 

電子機器事業は、ＨＤＤ用スピンドルモーター、ファンモーター、ステッピングモーター等の各種精密小型モータ

ー、キーボード、スピーカー、スイッチング電源、ライティングデバイス及び計測機器が主な製品であります。 

主要客先であります情報通信機器関連業界からの需要は回復が見られましたが、受注獲得競争はより厳しさを増

した感がありました。このような中で、ＨＤＤ用スピンドルモーター、及びライティングデバイスは好調に販売を

伸ばし、ファンモーターも堅調に推移いたしましたが、前年度第３四半期にフロッピーディスクドライブ（FDD）

の事業を終了したこと、ステッピングモーター及びキーボードの販売低迷が加わり、売上高は 78,076 百万円、営

業利益は 289 百万円と前中間期に比べそれぞれ 1,136 百万円(1.5%)の増加、724 百万円(△71.5%)の減少となりま

した。 

 

 (b) 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

日本地域 

日本地域は、景気の持ち直し傾向が見られたものの、ＦＤＤ事業の終了や多くの顧客が厳しいデフレ圧力に対応す

るため、生産品目を海外の子会社に移転するなどの影響があり、売上高は 32,826 百万円と前中間期に比べ 5,506 百万

円（△14.4%）の減少となりましたが、営業利益は1,831百万円と前中間期に比べ 680 百万円(59.1%)の増加となりま
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した。 

アジア地域 

アジア地域は、日本、欧米のパソコンや家電製品メーカーの生産拠点として重要な地域であります。日本、欧米

の情報通信機器関連業界よりの需要の回復や、日本及び欧米の顧客による生産品目の当地域への移転の影響もあり、

販売は堅調に推移いたしました。一方、当地域の生産拡大に合わせて価格競争も激化しております。この結果、売

上高は 61,872 百万円と前中間期に比べ 9,881 百万円(19.0%)増加いたしましたが、営業利益は6,579 百万円と前中

間期に比べ 605 百万円(△8.4%)減少いたしました。 

北米・南米地域 

北米･南米地域は、キーボード、スピーカー、及びファンモーター等の電子機器の販売が総じて低迷したことに加

え、顧客のアジア進出に伴う生産移管が急速に進む中、同時多発テロ以降、航空機業界よりのロッドエンドベアリン

グ等の航空機用ベアリングの需要が減少し、厳しい状況が続きました。その結果、売上高は24,001 百万円、営業利益

は452百万円と前中間期に比べそれぞれ6,226百万円(△20.6%)の減少、387百万円(△46.1%)の減少となりました。 

欧州地域 

欧州地域は、経済の減速傾向が見られる中で、ボールベアリング、及びロッドエンドベアリング等が堅調に推移い

たしましたがキーボード等の電子機器の不振があり、売上高は 15,041 百万円、営業利益は 603 百万円と前中間期に

比べそれぞれ 1,656 百万円(△9.9%)の減少、398 百万円(△39.8%)の減少となりました。 

 

② 通期の見通し 

通期の連結会計年度につきましては、わが国経済は、海外需要の改善による輸出の増加や、株式市場の好転等、景気

の回復傾向が見られますが、雇用･所得環境は改善せず、個人消費の低迷により景気の本格的回復には暫く時間がかか

るものと予想されます。 

一方、海外景気は、IT 関連業界の在庫調整がほぼ一巡したため回復傾向が見られますが、イラク戦争終了後上昇し

た株価下落の不安、テロ再発の不安、中東情勢の混迷化、および原油価格の不安定な動き等により、暫く不透明な状況

が続くものと思われます。 

 

(a) 事業の種類別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 

機械加工品事業 

ロッドエンドベアリング等の主要顧客の一つである航空機業界は、同時多発テロ以降の需要の低迷が当期も続

くものと予想しております。一方、主力製品であるボールベアリング、及びピボットアッセンブリー等について

は積極的な拡販を進めます。これらの主要顧客である情報通信機器関連業界よりの需要は回復傾向にあり、家電

及び自動車業界よりの需要も堅調に推移すると思われますが、受注獲得競争は今後も激化が予想されます。また

ボールベアリング及びその関連主要製品の更なるコスト削減、品質の向上、販売活動等の一層の効率改善に努め、

業績の向上をはかります。 

電子機器事業 

電子機器事業の主要顧客である情報通信機器関連業界の在庫調整は一巡し、需要は回復傾向にあります。価格

競争が厳しさを増す中、好調なファンモーター、ライティングデバイス及びＨＤＤ用スピンドルモーターの一層

の拡販と、主要製品についての一層のコスト削減をはかるとともに、高付加価値製品や低価格対応製品の開発及

び市場投入を進め業績の改善に努めます。 

 

(b) 所在地別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 

日本地域 

顧客企業の多くがデフレ圧力を背景に、国内工場からアジア地域への生産移転を一層進めることが予想され、

販売面ではより厳しい状況が続くものと思われますが、製造から販売に至るまでの経営管理体制の効率化を進め、

同時に各地域の営業、製造、技術のより緊密な協力体制を整備し、業績の向上をはかります。 

アジア地域 

当社の主力生産拠点があり、且つ、現在では最大規模の市場がある地域でありますので、この利点を生かし、

主要顧客による欧米及び日本からの生産移管に迅速に対応し業績の向上をはかります。 

北米･南米地域 

米国における同時多発テロによる航空旅客の減少状態が続いているため、主要顧客の一つである航空機業界か

らの需要低迷と、中国などアジア地域への生産移管が進み全体として厳しい状況が続くと予想されます。 

欧州地域 

欧州地域の業務の効率化や市場ニーズの迅速な取り込みを進め、ベアリングを始め主要製品の拡販をはかりま

す。 

 

（2）財政状態 
当中間期の状況 

当社グループは、｢財務体質の強化｣を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減などを進め

てまいりました。当中間期における現金及び現金同等物の残高は 11,850 百万円と前期末と比べ 2,326 百万円（△16.4%）

の減少となりました。 

当中間期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

業績の向上を強力に進めましたが、営業活動によるキャッシュ・フローは 5,787 百万円の収入となりました。 

設備投資の支払いによる 9,884 百万円の支出等の結果、投資活動によるキャッシュ・フローは 7,576 百万円の支出とな
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りました。 

また、短期借入金及び長期借入金の合計 1,699 百万円の増加等により、財務活動によるキャッシュ・フローは 224 百万

円の支出となりました。 

 

（3）重要な契約 
当中間期の状況     

平成 15 年 8月 27 日に当社（以下、ミネベア）と松下電器産業株式会社モータ社（以下、松下電器）は、平成 16 年 4

月を目処に、両社の情報モータ四商品（軸流ファンモータ、ステッピングモータ、振動モータ及びブラシ付 DC モータ）

事業を統合し、情報モータ事業新会社を設立することで合意しました。新会社への出資比率は、ミネベア 60％、松下電

器 40％の予定です。 
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４．中間連結財務諸表等           

  (1) 中間連結貸借対照表                                                  (単位：百万円) 

当中間期末 

(１５・９・３０) 

前中間期末 

(１４・９・３０) 
比 較 増 減 

前  期  末 

(１５・３・３１) 
期 別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

（資 産 の 部）   ％ ％  ％  ％

流 動 資 産  １３２,８００ 41.8 １２７,４９７ 38.9 ５,３０３ 4.2  １２７,４４７ 39.8

  現 金 及 び 預 金  １１,８５０ １１,６３４ ２１５   １４,１７７

  受取手形及び売掛金  ５８,５７７ ５４,１０９ ４,４６７   ５４,０８５

  た な 卸 資 産  ４５,３５１ ４４,５０３ ８４８   ４３,２０４

    繰 延 税 金 資 産  ８,３２８ ６,８１８ １,５１０   ８,５９３

そ の 他  ９,１２８ １０,９６３ △ １,８３４   ７,８５６

  貸 倒 引 当 金 △ ４３５ △ ５３１ ９５  △    ４６９

固 定 資 産  １８４,５５４ 58.2 ２００,５８６ 61.1 △ １６,０３１ △ 8.0  １９２,６０８ 60.2

  有 形 固 定 資 産  １５６,４０９ １６８,７０２ △ １２,２９３   １６２,９６０

  建 物 及 び 構 築 物  ９４,２８８ ９８,０５２ △ ３,７６３   ９７,３９５

  機械装置及び運搬具  １８８,３７５ １９１,１２５ △ ２,７５０   １９１,３９４

  工具器具及び備品  ４６,６３０ ４７,４８０ △ ８４９   ４７,４９７

  土 地  １６,５０８ １６,７８６ △ ２７７   １６,７１０

  建 設 仮 勘 定  １,６４０ ８８８ ７５２   ４３８

  減 価 償 却 累 計 額 △ １９１,０３３ △ １８５,６２９ △ ５,４０４  △ １９０,４７６

  無 形 固 定 資 産  １２,８６７ １４,５０７ △ １,６４０   １３,７４９

  連 結 調 整 勘 定  １１,９１７ １３,５４１ △ １,６２４   １２,８３７

  そ の 他  ９５０ ９６５ △ １５   ９１２

  投 資 そ の 他 の 資 産  １５,２７７ １７,３７５ △ ２,０９８   １５,８９８

  投 資 有 価 証 券  ５,８３５ ６,５２５ △ ６９０   ３,９８２

  長 期 貸 付 金  １４４ ２３２ △ ８８   １８８

 繰 延 税 金 資 産  ７,５８４ ８,３４１ △ ７５７   ９,４９４

  そ の 他  １,８２１ ２,４９０ △ ６６８   ２,７１５

  貸 倒 引 当 金 △ １０８ △ ２１５ １０６  △     ４８３

繰 延 資 産  ９ 0.0 ２２ 0.0 △ １２ △55.2  １３ 0.0

資 産 合 計 ３１７,３６５ 100.0 ３２８,１０６ 100.0 △ １０,７４０ △ 3.3 ３２０,０６９ 100.0
 

 

 

(注) 自己株式の数 

 当中間期末  

 ７８,４４５株 

 前中間期末  

２５,４１３株 

 前 期 末  

６６,８５３株 
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                                                  （単位：百万円） 

当中間期末 

(１５・９・３０) 

前中間期末 

(１４・９・３０) 
比 較 増 減 

前  期  末 

(１５・３・３１) 
期    別 

科 目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

（負 債 の 部）   ％ ％  ％  ％

流 動 負 債  １３５,８７３ 42.8 １４４,５２３ 44.1 △ ８,６５０ △ 6.0  １３４,４５９ 42.0

 支払手形及び買掛金  ２４,５７２ ２２,２９１ ２,２８１   ２４,０２５

 短 期 借 入 金  ６８,２７６ ５５,２７２ １３,００４   ６７,４７５

 コマーシャルペーパー  ３,０００ － ３,０００   ３,０００

 長期借入金(１年以内返済)  ３,５４９ ２７,９９４ △ ２４,４４４   ７８７

 社債(１年以内償還)  １０,０００ － １０,０００   １０,０００

 転換社債(１年以内償還)  － １３,８２３ △ １３,８２３   －

 未 払 法 人 税 等  ２,４０７ ３,５０７ △ １,１００   ２,６６２

 賞 与 引 当 金  ４,５２２ ４,８０７ △ ２８５   ３,３５８

 電源事業等整理損引当金  ２,３９０ － ２,３９０   ３,１４４

 環境整備費引当金  １,１２９ － １,１２９   １,２０６

 そ の 他  １６,０２４ １６,８２７ △ ８０２   １８,７９９

固 定 負 債  ８４,４５０ 26.6 ７７,７５２ 23.7 ６,６９７ 8.6  ８７,１２８ 27.2

 社 債  ２８,０００ ３５,０００ △ ７,０００   ２８,０００

 転 換 社 債  ２７,０８０ ２７,０８０ －   ２７,０８０

 新株引受権付社債  ４,０００ ４,０００ －   ４,０００

 長 期 借 入 金  ２３,６７２ １１,１４２ １２,５３０   ２６,７８２

 退 職 給 付 引 当 金  ６８３ ２２３ ４５９   ２２９

 執行役員退職給与引当金  ７ － ７   －

 そ の 他  １,００７ ３０７ ７００   １,０３６

  負 債 合 計  ２２０,３２４ 69.4 ２２２,２７６ 67.8 △ １,９５２ △ 0.9  ２２１,５８７ 69.2

      

（少 数 株 主 持 分）      

少 数 株 主 持 分  ９６２ 0.3 １０７ 0.0 ８５４ 792.8  ２６９ 0.1

      

（資 本 の 部）      

資 本 金  ６８,２５８ 21.5 ６８,２５８ 20.8 － －  ６８,２５８ 21.3

資 本 剰 余 金  ９４,７５６ 29.9 ９４,７５６ 28.9 － －  ９４,７５６ 29.6

利 益 剰 余 金  ２,２５６ 0.7 ７,３１７ 2.2 △ ５,０６０ △69.2 △       ４５４△  0.1

その他有価証券評価差額金  １,０９８ 0.3 △ １,２８４△  0.4 ２,３８３ △185.5 △         ３７△  0.0

為替換算調整勘定 △ ７０,２４９ △ 22.1 △ ６３,３０８△ 19.3 △ ６,９４０ 11.0 △ ６４,２７４ △20.1

自 己 株 式 △ ４３ △  0.0 △ １８△  0.0 △ ２５ 139.0 △ ３７△  0.0

資 本 合 計  ９６,０７８ 30.3 １０５,７２１ 32.2 △ ９,６４３ △ 9.1  ９８,２１２ 30.7

負債、少数株主持分 

及 び 資 本 合 計 
 ３１７,３６５ 100.0 ３２８,１０６ 100.0 △ １０,７４０ △ 3.3  ３２０,０６９ 100.0
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(2) 中間連結損益計算書                                        （単位：百万円）

当中間期 

自１５・４・ １ 

至１５・９・３０ 

前中間期 

自１４・４・ １ 

至１４・９・３０ 

比 較 増 減 

前  期 

自１４・４・ １ 

至１５・３・３１ 

期 別 

 

 

科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 率 金  額 百分比

  ％ ％  ％ ％

売 上 高 １３３,７４１ 100.0 １３７,２４９ 100.0 △  ３,５０７ △  2.6 ２７２,２０２ 100.0

売 上 原 価 １００,３８５ 75.1 １０２,５１１ 74.7 △  ２,１２６ △  2.1 ２０３,５００ 74.8

売 上 総 利 益 ３３,３５６ 24.9 ３４,７３７ 25.3 △  １,３８０ △  4.0 ６８,７０２ 25.2

販売費及び一般管理費 ２３,８８９ 17.8 ２４,５６１ 17.9 △     ６７２ △  2.7 ４９,３５０ 18.1

営 業 利 益 ９,４６７ 7.1 １０,１７６ 7.4 △     ７０８ △  7.0 １９,３５２ 7.1

営 業 外 収 益 ５８４ 0.4 ７１３ 0.5 △     １２８ △ 18.0 １,２２６ 0.4

 受 取 利 息 ６３ ８１ △       １８  ２４３

 受 取 配 当 金 ２５ ４７ △       ２２  ４８

 持分法による投資利益 ４ ２ ２  １０

 為    替    差    益 － ９７ △       ９７  －

 そ の 他 ４９１ ４８４ ７  ９２３

営 業 外 費 用 ２,４９３ 1.8 ３,２２２ 2.3 △     ７２８ △ 22.6 ７,１５８ 2.6

 支 払 利 息 １,７１３ ２,５２０ △     ８０７  ４,７６５

 為 替 差 損 １４７ － １４７  ５０６

 そ の 他 ６３２ ７０１ △       ６８  １,８８６

経 常 利 益 ７,５５８ 5.7 ７,６６７ 5.6 △     １０８ △  1.4 １３,４２０ 4.9

特 別 利 益 １１９ 0.1 ２１ 0.0 ９８ 463.1 ３７ 0.0

前期関係会社事業整理損修正額 ７２ － ７２  －  

 固 定 資 産 売 却 益 ４７ ２１ ２６  ３４  

 投資有価証券売却益 － － －  ３  

特 別 損 失 １,３７８ 1.1 ８７１ 0.6 ５０６ 58.1 １２,９６１ 4.7

固 定 資 産 売 却 損 ７４ ３０ ４４  １１０

固 定 資 産 除 却 損 ２５１ ３３５ △       ８４  ６０２

投資有価証券評価損 － ２７ △       ２７  ４,９４５

関係会社事業整理損           － １６４ △     １６４  １,８４３

電源事業等整理損 － － －  ３,１４４

製 品 補 償 損 失 － － －  ４８２

環 境 整 備 費 － － －  １,２０６

退 職 給 付 費 用 ３１３ ３１３ △         ０  ６２６

特 別 退 職 金 ３０７ － ３０７  －

役 員 退 職 慰 労 金 ４３１ － ４３１  －

税金等調整前中間(当期)純利益 ６,２９９ 4.7 ６,８１７ 5.0 △     ５１７ △  7.6 ４９５ 0.2

    

法人税、住民税及び事業税             ２,２４７ ２,３２２ △       ７４  ４,２７６

法 人 税 等 調 整 額             １,３７６ １,９３４ △     ５５７  △ １,３６９

法 人 税 等 合 計           ３,６２４ 2.7 ４,２５６ 3.1 △     ６３２ △ 14.9 ２,９０６ 1.0

少数株主利益又は損失(△) △       ５１ △ 0.0 １６ 0.0 △       ６８ － ２３ 0.0

中間(当期)純利益又は 
  中間(当期)純損失(△) 

２,７２６ 2.0 ２,５４３ 1.9 １８３ 7.2 △ ２,４３４ △ 0.8
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(3) 中間連結剰余金計算書 （単位：百万円） 

当中間期 

自１５・４・ １ 

至１５・９・３０ 

前中間期 

自１４・４・ １ 

至１４・９・３０ 

比 較 増 減 

前 期 

自１４・４・ １ 

至１５・３・３１ 

期 別 

 

 

科 目 金  額 金  額 金  額 金  額 

(資本剰余金の部)  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ９４,７５６ ９４,７５６ － ９４,７５６

資本剰余金中間期末（期末）残高 ９４,７５６ ９４,７５６ － ９４,７５６

  

(利益剰余金の部)  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △    ４５４ ４,７７４ △  ５,２２８ ４,７７４

利益剰余金期首残高 △    ４５４ ４,７７４ △  ５,２２８ ４,７７４

利 益 剰 余 金 増 加 高 ２,７２６ ２,５４３ １８３ △  ２,４３４
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) ２,７２６ ２,５４３ １８３ △  ２,４３４

利 益 剰 余 金 減 少 高  １６ － １６ ２,７９３

連結子会社の減少による利益剰余金減少高  １６ － １６ －

    配 当 金 － － － ２,７９３

利益剰余金中間期末（期末）残高 ２,２５６ ７,３１７ △  ５,０６０ △    ４５４

 

 

-   - 11



 (4) 中間連結キャッシュ･フロー計算書                                   (単位：百万円) 

当中間期 

自１５・４・ １

至１５・９・３０

前中間期 

自１４・４・ １

至１４・９・３０

比 較 増 減 

前  期 

自１４・４・ １

至１５・３・３１

期  別 

 科  目 金   額 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー  
   税金等調整前中間(当期)純利益 ６,２９９ ６,８１７ △   ５１７ ４９５
   減価償却費 １１,０５３ １１,４５０ △   ３９７ ２２,８２６
   連結調整勘定償却額 ５１７ ５９６ △    ７８ １,１８９
   持分法による投資損益（利益：△） △     ４ △     ２ △     ２ △    １０
   受取利息及び受取配当金 △    ８８ △   １２９ ４１ △   ２９２
   支払利息 １,７１３ ２,５２０ △   ８０７ ４,７６５
   有形固定資産売却損 ２７ ９ １７ ７６
   有形固定資産除却損 ２５１ ３３５ △    ８４ ６０２
   関係会社事業整理損 － １６４ △   １６４ １,８４３

   製品補償損失引当金の増減額（減少：△） △   １８２ － △   １８２ ４８２
   投資有価証券売却益 － － － △     ３
   投資有価証券評価損 － ２７ △    ２７ ４,９４５
   売上債権の増加額 △  ６,７３２ △  ３,９３１ △  ２,８００ △  ４,０７０
   たな卸資産の増減額（増加：△） △  ４,３２０ ３,０１９ △  ７,３３９ ３,９７２
   仕入債務の増減額（減少：△） ８５５ △  ３,４０８ ４,２６４ △  １,５８５
貸倒引当金の増減額（減少：△） △   ３８４ ６８ △   ４５３ ２８０
 賞与引当金の増減額（減少：△） １,２２８ １,３９０ △   １６２ △    ５８
   電源事業等整理損引当金の増減額（減少：△） △   ７３０ － △   ７３０ ３,１４４
   環境整備費引当金の増加額 － － － １,２０６
退職給付引当金の増加額 ５７０ １４ ５５６ ２２

   執行役員退職給与引当金の増加額 ７ － ７ －
役員賞与の支払額 － △    ６６ ６６ △    ６６
その他 △   １２２ ７３３ △   ８５６ １,７８７

     小  計 ９,９５９ １９,６１０ △  ９,６５０ ４１,５５３
   利息及び配当金の受取額 ８６ １０２ △    １４ ２６６
   利息の支払額 △  １,６１９ △  ２,６７４ １,０５５ △  ５,０８６
   法人税等の支払額 △  ２,６３９ △  ２,４５４ △   １８５ △   ４,４５３

    営業活動によるキャッシュ･フロー ５,７８７ １４,５８３ △  ８,７９５ ３２,２７９
  
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー  
   有形固定資産の取得による支出 △  ９,８８４ △  ８,０１９ △  １,８６４ △ １６,３８２
   有形固定資産の売却による収入 ９９８ １５３ ８４４ ６６２
投資有価証券の取得による支出 △     ０ △    ６０ ６０ △   ３７９

   投資有価証券の売却による収入 １４ － １４ ７
   連結範囲の変更を伴う子会社の売却による収入 ３８５ － ３８５ －
   貸付による支出 △    １３ △   １３６ １２３ △   １５４
   貸付金の回収による収入 ５７ １７２ △   １１４ ２３２
   その他 ８６５ ４４ ８２１ △   ２２１

    投資活動によるキャッシュ･フロー △  ７,５７６ △  ７,８４６ ２７０ △ １６,２３３
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー  
   短期借入金の増減額（減少：△） １,７４７ △  ４,５６９ ６,３１７ ７,９５４
   コマーシャルペーパーの増加額 － － － ３,０００
   長期借入れによる収入 １,２８７ － １,２８７ １７,０００
   長期借入金の返済による支出 △  １,３３５ △  １,３３８ ３ △ ２９,７９４
   社債の発行による収入 － － － ３,０００
   転換社債の償還による支出 － － － △ １３,８２３
自己株式の取得による支出 △     ５ △    １１ ６ △        ３１
配当金の支払額 △  ２,７９３ △  ２,７９４ ０ △   ２,７９４
少数株主への配当金の支払額 △    ２７ － △    ２７ －
少数株主からの払込による収入 ９０１ － ９０１ １６３
その他 － － － △      １４５

    財務活動によるキャッシュ･フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

△   ２２４

△   ３１２

△  ８,７１３

△   ３４０

８,４８９

２７

△ １５,４７１

△   ３４９

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 

△  ２,３２６
１４,１７７

△  ２,３１７
１３,９５２

△     ８
２２４

２２４
１３,９５２

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 １１,８５０ １１,６３４ ２１５ １４,１７７
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 
   ① 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 

      連結子会社数    ４７社    主要会社名    NMB SINGAPORE LTD., NMB (USA) INC., NMB THAI LTD. 

             MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 

 

      関連会社数      ２社    うち持分法適用会社数及び主要会社名  ２社 

        (株)湘南精機, 関東精工（株） 

 ② 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

(イ)連結子会社 

 

新 
規 
ありません。   

 

除 

外 

会社清算による 

 

 

 

株式売却による 

（４社）

 

 

 

（１社）

NMB FANS LTD. 

PSI(NMB) INC. 

ACTUS SINGAPORE (PTE.) LTD. 

ACTUS AUSTRALIA (PTY.) LTD. 

IMC MAGNETICS CORP. 

(ロ)持分法適用会社 新 

規 
ありません。   

 除 

外 
ありません。 

  

 
   ③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、当中間連結財務諸表の作成にあたり、
中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用しております。 
 

   ④ 会計処理基準に関する事項 
    (a) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

1.たな卸資産 
当社及び国内連結子会社については、主として移動平均法による原価法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として先入先出法又は移動平均法による低価法を採用しております。 

2.その他有価証券 
・時価のあるもの 
中間期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。また、評価差額は、全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 
・時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用しております。 

    (b) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
1.有形固定資産 
当社及び国内連結子会社については、定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額について
は、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。少額の減価償却資産（取得価額が１０万円以
上２０万円未満の減価償却資産）については、事業年度毎に一括して３年間で均等償却しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

2.無形固定資産 
当社及び国内連結子会社については、定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。ソフトウエア(自社利用分)については、社内における見込
利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

    (c) 重要な引当金の計上基準 
1.退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき、
当中間連結会計期間末において発生していると認められる金額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(3,134百万円)については、５年による按分額を「退職給付費用」として特別損失
に計上しております。 
数理計算上の差異は、一定の年数(５年～15 年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理する
こととしております。 
在外連結子会社については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる金額を計上して
おります 
2.貸倒引当金 
当社及び国内連結子会社では、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
在外連結子会社については、債権の貸倒による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して回
収不能見込額を計上しております。 
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3.賞与引当金 
当社及び国内連結子会社については、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準
に基づき計上しております。 
在外連結子会社については、発生基準に基づき計上しております。 

      4.電源事業整理損引当金 
        電源事業等からの撤退に伴い発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を計上して

おります。 
      5.環境整備費引当金 
        米国における環境対策費用として発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を計上

しております。 
      6.執行役員退職給与引当金 
        執行役員の退職金の支給に備える為、内規による当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 
(d) 中間連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の中間財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建資産
及び負債の本邦通貨への換算基準                        
当社及び国内連結子会社については、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
在外連結子会社については、資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含
めております。  

    (e) 重要なリース取引の処理方法 
当社及び国内連結子会社はリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子会社について
は主として当社と同じ方法によります。 

    (f) 重要なヘッジ会計の方法 
為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。 
なお、為替予約取引は当社の資金部の指導のもとに輸出入取引等に係る為替相場変動によるリスクをヘッジ
する目的で行っております。 
また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ
ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもって
有効性の判定に代えております。 
(g) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

 
   ⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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(6) 注記事項 
① セグメント情報 

      (a) 事業の種類別セグメント情報 

 

当中間期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日）            （単位：百万円） 
当   中   間   期  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 

又は全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高  
55,665 78,076 133,741 － 133,741 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
1,111 4 1,116 △   1,116 － 

計 56,777 78,080 134,858 △   1,116 133,741 

営 業 費 用 47,598 77,791 125,390 △   1,116 124,274 

営 業 利 益 9,178          289 9,467 － 9,467 

Ⅱ資産、減価償却費 

及 び 資 本 的 支 出 
  

資 産 187,802 206,686 394,488 △  77,123 317,365 

減 価 償 却 費 5,479 5,573 11,053           － 11,053 

資 本 的 支 出 2,068 7,987 10,056           － 10,056 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各区分の主な製品 

   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、ス

イッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、ひずみゲージ、ロードセ

ル等 

   

 

 

前中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日）            （単位：百万円） 
前   中   間   期  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 

又は全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高  
60,309 76,940 137,249 － 137,249 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
5,277 － 5,277 △   5,277 － 

計 65,587 76,940 142,527 △   5,277 137,249 

営 業 費 用 56,424 75,926 132,350 △   5,277 127,073 

営 業 利 益 1,013 10,176 － 10,176 

Ⅱ資産、減価償却費 

及 び 資 本 的 支 出 
  

資 産 185,308 208,940 394,248 △  66,142 328,106 

減 価 償 却 費 5,488 5,962 11,450 － 11,450 

資 本 的 支 出 1,987 6,191 8,179 － 8,179 

9,163 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各区分の主な製品 

   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、

ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩ

Ｃ、ひずみゲージ、ロードセル等 
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前 期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）             （単位：百万円） 
前   期  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 

又は全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高  
118,117 154,084 272,202 － 272,202 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
7,637 － 7,637 △   7,637 － 

計 125,755 154,084 279,840 △   7,637 272,202 

営 業 費 用 107,235 153,252 260,488 △   7,637 252,850 

営 業 利 益 18,519 832 19,352 － 19,352 

Ⅱ資産、減価償却費 

及 び 資 本 的 支 出 
  

資 産 191,793 204,489 396,283 △  76,213 320,069 

減 価 償 却 費 10,377 12,448 22,826 － 22,826 

資 本 的 支 出 4,750 11,853 16,603 － 16,603 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   ２．各区分の主な製品 

   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、

ＦＤＤサブアッセンブリー、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩ

Ｃ、ひずみゲージ、ロードセル等 
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(b) 所在地別セグメント情報 

 

当中間期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日）                   (単位：百万円) 

当   中   間   期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 

又は全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益    

売 上 高    

(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高  
32,826 61,872 24,001 15,041 133,741 － 133,741

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
69,383 62,862 1,524 687 134,457 △ 134,457 －

計 102,209 124,735 25,525 15,728 268,198 △ 134,457 133,741

営 業 費 用 100,377 118,155 25,072 15,125 258,731 △ 134,457 124,274

営 業 利 益 1,831 6,579 452 603 9,467 － 9,467

Ⅱ 資 産 159,410 213,281 33,751 20,860 427,303 △ 109,938 317,365

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主な国又は地域 

       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 

       北米・南米：米国、メキシコ 

       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
 
前中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日）                   (単位：百万円) 

前   中   間   期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 

又は全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益    

売 上 高    

(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高  
38,332 51,991 30,227 16,697 137,249  － 137,249

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
56,054 52,824 1,123 2,380 112,383 △ 112,383 －

計 94,386 104,816 31,351 19,078 249,632 △ 112,383 137,249

営 業 費 用 93,235 97,632 30,511 18,076 239,456 △ 112,383 127,073

営 業 利 益 1,151 7,184 839 1,001 10,176 － 10,176

Ⅱ 資 産 171,286 200,602 36,239 25,861 433,989 △ 105,883 328,106

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主な国又は地域 

       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 

       北米・南米：米国、メキシコ 

       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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前 期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）                    （単位：百万円） 

前   期  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 

又は全社 
連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益    

売 上 高    

(1) 外 部 顧 客 に  

対 す る 売 上 高  
72,754 107,789 58,997 32,660 272,202 － 272,202

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
110,133 101,268 2,613 3,306 217,321 △ 217,321 －

計 182,888 209,057 61,610 35,966 489,523 △ 217,321 272,202

営 業 費 用 179,755 196,639 59,752 34,024 470,171 △ 217,321 252,850

営 業 利 益 3,133 12,418 1,858 1,942 19,352 － 19,352

Ⅱ 資 産 175,916 185,397 37,064 20,528 418,907 △  98,837 320,069

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 

   ２. 各区分に属する主な国又は地域 

       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 

       北米・南米：米国、メキシコ 

       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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 (c) 海外売上高 

 

当中間期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年９月３０日）          (単位：百万円) 
当   中   間   期 

 
アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 62,027 22,791 16,095 100,914 

Ⅱ 連 結 売 上 高  133,741 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合 
46.4% 17.0% 12.0% 75.4% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 

   ② 各区分に属する主な国又は地域 

       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 

       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 

       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 

 

 

前中間期（自 平成１４年４月１日 至 平成１４年９月３０日）          (単位：百万円) 
前   中   間   期 

 
アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 51,596 29,376 17,426 98,399 

Ⅱ 連 結 売 上 高  137,249 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合 
37.6% 21.4% 12.7% 71.7% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 

   ② 各区分に属する主な国又は地域 

       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 

       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 

       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 

 

 

前 期（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）           (単位：百万円) 
前   期 

 
アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 106,941 57,102 34,322 198,367 

Ⅱ 連 結 売 上 高  272,202 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合 
39.3% 21.0% 12.6% 72.9% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 

   ② 各区分に属する主な国又は地域 

       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 

       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 

       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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② リース取引関係  

  

 

 

 当  中  間  期  

 

 

 

 前  中  間  期  

 

 

 

   前    期    

 

取得価額 

相 当 額 

 

減価償却累計 

額相当額 

 

中間期末残高

相 当 額

 

取得価額

相 当 額

 

減価償却累計

額相当額

 

中間期末残高 

相 当 額 

 

取得価額 

相 当 額 

 

減価償却累計

額相当額

 

期末残高

相 当 額

(a) リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末(期

末)残高相当額 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

 機 械 装 置 
 及 び 運 搬 具 

１,３１８ ７０７ ６１１ １,３９６ ６５８ ７３８ １,３６４ ６５０ ７１４

 工具器具及び備品 ３,１８９ １,６５２ １,５３７ ３,２６８ １,６７７ １,５９１ ３,３３２ １,６９１ １,６４０

  合    計 ４,５０８ ２,３５９ ２,１４８ ４,６６５ ２,３３５ ２,３２９ ４,６９７ ２,３４２ ２,３５５

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

(b) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

１ 年 以 内 １,０４９百万円      １,０６９百万円 １,１０７百万円

１ 年 超 １,０９８百万円      １,２６０百万円 １,２４７百万円

合 計 ２,１４８百万円      ２,３２９百万円 ２,３５５百万円

    なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期

末(期末)残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

(c) 支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 ６６１百万円      ６３３百万円 １,２４７百万円

減価償却相当額 ６６１百万円      ６３３百万円 １,２４７百万円

 

(d) 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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③ 有 価 証 券 関 係 

１. その他有価証券で時価のあるもの                                 （単位：百万円） 

 当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前   期   末 

種   類 取得原価 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差額 取得原価

中間連結 
貸借対照 
表計上額 

差額 取得原価 

連結貸借 
対照表 
計上額 

差額 

その他有価証券で

時価のあるもの          

株   式 ２,７１９ ４,５２０ １,８０１ ７,３２２ ５,１８１△２,１４０ ２,７２３ ２,６６０△     ６２

合    計 ２,７１９ ４,５２０ １,８０１ ７,３２２ ５,１８１△２,１４０ ２,７２３ ２,６６０△     ６２

（注）その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っています。この結果、前中間期は 27 百万円、前期は 4,914 百万

円を投資有価証券評価損としてそれぞれ計上しております。 

 

２. 時価評価されていない主な有価証券                                  （単位：百万円） 

 当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前 期 末 

種     類 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 １,０９４ １,１３５ １,１０４ 

合    計 １,０９４ １,１３５ １,１０４  

（注）非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

 

 

④ デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益                

通貨関連                                         （単位：百万円） 

  当 中 間 期 末 前 中 間 期 末 前 期 末 

 

契 約 額 等 

 
時 価 

 

評価

損益

 

契 約 額 等 

 
時 価

 

評価

損益

 

契 約 額 等 

 
区 

 

分 

 

種   類 

 うち 

１年超 

   
 
うち

１年超  
  うち 

１年超 

 

時 価

 

評価

損益

為替予約取引             

  売 建             

米ドル －  － － － 728 － 728 － 407 － 407 － 

日本円 － － － － 250 － 250 － 83 － 83 － 

ユーロ － － － － 11 － 11 － 19 － 19 － 

香港ドル － － － － － － － － 2,142 － 2,142 － 

買 建      

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

日本円 － － － － 45 － 45 － 35 － 35 － 

合  計 － － － － 1,036 － 1,036 － 2,687 － 2,687 － 

（注）１. 時価の算定方法 

      為替予約取引は、先物為替相場によっております。 

   ２. 当連結会計年度においては、ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

   ３. シンガポールにおいて、平成 14 年 10 月及び平成 15 年 4 月発生見込分について、期末日に為替予約をしております。 
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（7） 生産、受注及び販売の状況 
 

① 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 生産高 前年同期比(％) 

機械加工品 59,013 98.7 

電子機器 81,455 104.9 

合計 140,468 102.2 

(注) １．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

 
② 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 
前年 
同期比 
(％) 

受注残高 
前年 
同期比 
(％) 

機械加工品 55,886 95.6 33,446 103.1 

電子機器 79,679 104.4 23,672 103.5 

合計 135,565 100.6 57,118 103.2 

(注) １．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 

 
③ 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

事業の種類別セグメントの名称 販売高 前年同期比(％) 

機械加工品 55,665 92.3 

電子機器 78,076 101.5 

合計 133,741 97.4 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。 


